別記様式第８号
　　　　年度地域医療介護総合確保事業（医療分）実績報告書
第　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　宮城県知事　　　　　　　　　　　殿
　申請者　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人にあっては所在地、法人名称及び代表者氏名）
　　　年　　月　　日付け宮城県（　　）指令第　　　号で　　　　年度地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金の交付決定（及び　　年　　月　　日付日付け宮城県（　　）指令第　　　号で　　　　年度地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金の変更承認）の通知のありました地域医療介護総合確保事業（医療分）について、下記のとおり実施しましたので、補助金等交付規則第１２条の規定により関係書類を添えて報告します。
記
１　事業実績報告書（別記様式第８号別紙（１））
２　所要額精算書（別記様式第８号別紙（２））
３　取得財産調書（別記様式第８号別紙（３））

４　補助事業に係る歳入歳出決算書（見込）の抄本
５　その他参考となる書類


事　業　実　績　報　告　書

	事業名
	


１　対象施設の概要
(1)　施設の名称及び所在地

(2)　設置主体及び経営主体
２　事業実績

(1)　事業目的

(2)　事業内容

(3)　事業効果

(4）　整備の規模及び構造
ア　敷地面積　　　　　　　　　㎡
イ　敷地の所有関係（自己所有地、借地、買収（予定）地の別）
ウ　施設整備の区分（新築、増築、改築等の別）
エ　建物の面積　建築面積　　　　　　　㎡、延面積　　　　　　　㎡
オ　建物の構造（　　　階建、　　　造）
(5)　竣工実績
ア　直営・請負の別
　　イ　契約年月日
　　ウ　着工年月日
　　エ　竣工年月日
　　オ　運用開始年月日
事　業　実　績　報　告　書

	事業名
	


１　対象施設の概要
(1)　施設の名称及び所在地

(2)　設置主体及び経営主体
２　事業実績

(1)　事業目的 

(2)　整備した設備の内容

	品目
	数量
	設置場所
	整備の様態
	整備の必要性・理由

	
	
	
	１　更新
２　新規
３　増設

	


(3)　事業効果

(4)　利用開始年月日

　 (5)　今後の展開（利用頻度、対象者、地域等を詳細に記載すること）

 事　業　実　績　報　告　書

	事業名
	


１　対象事業の概要
(1)　事業実施主体及び事業実施体制

　
(2)　事業実施地域（市町村）

(3)　事業完了日

２　事業実績

(1)　事業目的

(2)　事業内容

　　 ①　計画

　 　②　実績

(3)　事業に参画した機関・団体及び役割分担と連携方法

(4)　事業運営に要したスタッフ（職種及び人数）

(5)　事業効果

　　 ①　計画

　　 ②　実績

(6)　事業概要（実施期間）
	実施内容
金額
	４月
	５月
	６月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


(7)　今後の展開
※下記のような内容を記載

・補助金交付後の事業継続期間
・今年度の実績を踏まえた将来の事業のあり方や横展開など
事　業　実　績　報　告　書
	事業名
	


１　対象事業の概要
(1)　施設の名称及び所在地

(2)　設置主体及び経営主体
２　事業計画

(1)　事業内容
(2)　事業スケジュール
	区分
	時期
	高度急性期
	急性期
	回復期
	慢性期
	休棟等
	合計

	病床再編前の稼働病床数
	
	
	
	
	
	
	

	再編経過①
	
	
	
	
	
	
	

	再編経過②
	
	
	
	
	
	
	

	病床再編後の許可病床数
	
	
	
	
	
	
	

	再編病床数
	
	
	
	
	
	
	


（注１）病床再編前の稼働病床数には、平成３０年度病床機能報告の数値を記載する。ただし、別途の定めがある場合、それに則って記載すること。
（注２）時期には再編を予定している年月を記載すること。
（注３）複数年度に跨がる計画の場合は、各年度の再編経過を記載すること。
所　　要　　額　　精　　算　　書

	事業名
	


１　支出

	区　　分
	総事業費

(A)
	寄付金その他の収入額

(B)
	差引額
(A－B)

(C)
	対象経費の支出済額
(D)
	基準額

(E)
	選定額

(F)
	補助所要額

(F×補助率)

(G)
	補助限度額

（交付決定額）

(H)
	算出基礎【D欄の
内訳】

	
	円


	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）区分欄には、別表の補助対象経費欄の区分を記載する。ただし、別途算定方法の定めがある場合、そ

れに則って記載すること。

（注２）Ｆ欄には、Ｃ欄の金額、Ｄ欄の金額、Ｅ欄の金額を比較して最も少ない額を記入すること。ただし、別途定めるＣ欄の金額との比較を要しない事業については、Ｄ欄の金額とＥ欄の金額とを比較して少ない方の額を記入することとし、その場合、Ａ欄、Ｂ欄及びＣ欄への記入は不要とする。また、別途定めるＣ欄の金額を差引額ではなく他の金額に置き換える事業については、Ａ欄及びＢ欄への記入は不要とする。

（注３）算出基礎欄には、D欄の内訳を記載する。

２　収入

	区　　　分
	収 入 額
	備　　　考

	地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金
	円
	

	事業者負担額
	円
	

	その他補助金
	円
	

	寄付金その他の収入
	円
	

	
	
	

	
	
	

	合　　　計
	円
	


　　
　　所　　要　　額　　精　　算　　書

	事業名
	


１　支出

	区　　分
	総事業費

(A)
	寄付金その他の収入額

(B)
	差引額
(A－B)
(C)
	補助対象

経費
(D)
	選定額

(Cと、Dの合計を比較して少ない方の額)

(E)
	選定額（E）×補助率

(F)
	補助限度額

（交付決定額）

(G)
	補助所要額

(FとGを比較して少ない方の額)

(H)
	算出基礎
【D欄の
内訳】

	
	円


	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注１）区分欄には、別表の補助対象経費欄の区分を記載する。
（注２）D欄は区分ごとに記載し、所要額調書のD欄に記載した内容から、区分を超える変更がないように留意すること。（別記様式第２号により、知事の承認を受けている場合を除く。）

（注３）算出基礎欄には、D欄の区分ごとの内訳を記載する。

２　収入

	区　　　分
	収 入 額
	備　　　考

	地域医療介護総合確保事業（医療分）補助金
	円
	

	事業者負担額
	円
	

	その他補助金
	円
	

	寄付金その他の収入
	円
	

	
	
	

	合　　　計
	円
	


所　　要　　額　　精　　算　　書

	事業名
	


	事  業  区  分
	　補　助　所 要 額　
	算 出 基 礎

	　単独支援給付金支給事業
	円
	

	　統合支援給付金支給事業
	円
	

	　債務整理支援給付金支給事業
	円
	

	合　　　計
	円
	


（注）算出基礎欄には、補助所要額の内訳を記載する。

別紙（３）
取　得　財　産　調　書
	事業名
	


施設
（単位：円）

	
	施設名
	事業費
	補助金額
	新設/改修
	取得年月日

	1
	
	
	
	
	

	2
	
	
	
	
	

	3
	
	
	
	
	


設備
（単位：円）　　　　　　　

	
	設備名
	事業費
	補助金額
	取得年月日

	1
	
	
	
	

	2
	
	
	
	

	3
	
	
	
	

	4
	
	
	
	

	5
	
	
	
	

	6
	
	
	
	

	7
	
	
	
	


（注１）事業費、補助金額は円単位で記入すること
（注２）行は適宜追加すること

（注３）取得年月日は申請者が財産を取得した日付（施設の改修の場合、改修後の施設の引き渡しを受けた日）を記載すること
（注４）新設/改修の欄は、新規に施設整備を行った場合は新設、既存の施設に対して増築や改築を行った場合は改修と記載すること
担当者　


電　話　


E-mail　





施設整備事業





別紙（１）





設備整備事業





別紙（１）





ソフト事業





別紙（１）





別表３掲載事業





別紙（１）





別表１掲載事業用





施設整備・設備整備・ソフト事業共通





別紙（２）





別表２掲載事業用





施設整備・設備整備・ソフト事業共通





別紙（２）





別表２掲載事業用





施設整備・設備整備・ソフト事業共通





別紙（２）





別表３掲載事業





別紙（２）








